
� 組織と担当業務（平成２１年４月１日現在）

所 長

次 長 総務企画担当 １ 人事，予算，経理
２ 施設の維持管理，その他庶務事務
３ 保健・環境に関する調査研究の総合企画及び調整
４ 保健・環境に関する情報の収集及び提供
５ 保健・環境に関する普及・啓発
６ 研修生等の受け入れに関すること
７ 外部研究評価に係る調整
８ とくしま環境科学機構に係る企画及び調整

次 長
（保健担当）

保健科学担当 １ 細菌性感染症の原因の検索及び原虫，寄生虫等の試験研究
２ 食品，環境及び食中毒の細菌学的試験研究並びに技術指導
３ 人畜共通感染症の試験研究
４ ウイルス・リケッチア感染症の病原体の検索及び疫学的調
査研究

５ 感染症情報センターの運用
６ 感染症検査情報の収集と提供
７ 感染症の流行予測に係る調査研究
８ 血清学的試験検査及び技術指導
９ 高度安全実験室の運用

衛生科学担当 １ 食品中の残留農薬・合成抗菌剤等の試験研究
２ 食品中の汚染物質（貝毒・フグ毒を含む）等の試験研究
３ アレルギー食品及び遺伝子組み換え食品の試験研究
４ 食品添加物，容器包装等の食品衛生上の試験研究
５ 食品衛生検査に係る業務管理及び技術指導

次 長
（環境担当）

大気環境担当 １ 大気発生源の監視指導及び影響調査並びに調査研究
２ 大気自動測定機器による大気環境汚染状況及び発生源排出
状況の監視及び調査研究

３ 大気汚染テレメーターシステムの運用及び管理
４ 大気汚染緊急時の措置に関すること
５ アスベスト等大気環境汚染に関する測定及び技術指導
６ 有害大気汚染物質等の監視測定及び調査研究
７ 酸性雨の測定及び調査研究
８ 騒音・振動の測定及び防止に係る技術指導並びに調査研究
９ 環境放射能に係る監視測定及び試験研究

水質環境担当 １ 水質発生源の監視指導及び影響調査並びに調査研究
２ 公共用水域（河川・海域）に係る水質の監視測定及び調査
研究

３ 地下水に関する監視測定及び調査研究
４ 化学物質に係る監視測定及び調査研究
５ 土壌汚染に係る監視測定及び調査研究
６ 廃棄物及び処理施設に係る監視測定及び調査研究
７ 上水及び飲料水に係る試験研究及び技術指導
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� 職員配置（平成２１年４月１日現在）

� 平成２０年度の業務の概要
１ 保健関係

２ 環境関係

� 総務企画担当（企画情報関係）業務
１ 推進班会議の開催

環境教育，研修等を推進するため，センター職員で構成す

る推進班会議を次のとおり開催した。（各推進班の事務局は

総務企画が担当）

� 普及啓発推進班 ① 環境学習会の開催，環境教育に

ついて企画立案

② 施設見学及び業務の紹介

③ 学習会への講師派遣

④ 環境教育資材の研究・作成

� 研修事業推進班 ① 試験・検査技術研修の実施

② 所内ゼミナールの企画立案

③ 保健，環境に関する研修会の実施

� 年報編集班 ① センター年報の企画・編集・発行

� 図書購入班 ① 図書の購入，管理

２ 試験研究の企画調整

� 試験研究評価委員会の開催

試験研究機関の外部評価は，徳島県が策定した行財政

改革プラン「リフレッシュとくしまプラン」に位置づけ

られている。当センターにおいても，研究課題について

外部評価を行うことにより，県民，県内事業者等のニー

ズを的確に反映した効率的かつ効果的な試験研究を行

い，本県の保健衛生の向上及び環境の保全に資すること

を目的として，保健環境センター試験研究評価委員会（以

事務職員 技術職員 臨時職員 非常勤職員 計

所 長 １ １

次 長 １ ２ ３

総務企画担当 ２ ２ ４

保健科学担当 ５ １ ６

衛生科学担当 ３ １ ４

大気環境担当 ５ １ １ ７

水質環境担当 ５ １ １ ７

計 ３ ２３ ４ ２ ３２

担当 大気環境担当 水質環境担当
計

事業名 発生源監視 環境監視 騒音振動 発生源監視 環境監視 環境衛生

試 験 検 査 項目 １８９ １，０２７ ５３６ ７２８ ５，５７７ ８４１ ８，８９８

依 頼 検 査 項目

調 査 研 究 項目 ４９５ ３００ ７９５

担 当 区 分 総務企画担当 大気環境担当 水質環境担当 計

研修
指導

講師派遣 回 ５ １ ５ １１

技術指導 件 ５ １ ６

担当 保健科学担当 衛生科学担当
計

事業名 微生物 疫学情報 食品衛生

試 験 検 査 項目 ２２６ ７２８ １２，９４８ １３，９０２

依 頼 検 査 項目

調 査 研 究 項目 １５ ２ １７

研修
指導

講師派遣 回

技術指導 件 ２ ２
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下「評価委員会」という。）が開催された。評価委員会

は，学識経験者・企業・県民の代表等６名（委員長：和

田眞徳島大学総合科学部教授）で構成され，採点による

評価を行う。

平成２０年７月に中間評価１件，事後評価３件及び平成

２０年１０月に事前評価２件の合計６件の研究課題が評価を

受けた。評価課題及び評価結果については以下のとおり

である。

なお，評価方法は各委員が各評価項目ごとに５段階の

採点を行い，各委員の平均点をもって評価結果としてい

る。今後当センターでは評価結果を研究テーマの採択・

不採択，継続・休止，内容の修正，予算の配分等に反映

させる。※（ ）内の数字は，採点結果。

① 中間評価

・徳島県における感染性胃腸炎患者からの分離菌株の

病原細菌別 DNA解析（３．８）

② 事後評価

・建築解体時における作業場周辺のアスベスト濃度等

の状況調査（４．２）

・廃棄物埋立地等から発生する硫化水素等に関する研

究（４．２）

・徳島市冷田川の水質汚濁機構の解明に関する研究

（３．８）

③ 事前評価

・徳島県における小児のヒトボカウイルス感染症の罹

患状況（３．９）

・徳島県における廃棄物を利用したバイオエタノール

の研究（４．２）

� 学術会議の運営

保健衛生の向上及び環境の保全に関する試験・調査・

研究を推進するため，所長，次長，専門研究員及び各科

長を構成員とする「保健環境センター学術会議」を，本

年度は２回開催した。

� 環境教育推進事業

① 県下の小学生を対象に施設見学や体験学習の場を提

供するとともに，環境学習を行った。

日 時：平成２０年１２月４日

対 象：昭和小学校５年生 ２５名

内 容：簡単な大気検査の実施及び講議

� 研修推進事業

① 研修，実習等

ア 施設見学・研修

日 時：平成２０年５月２２日

対 象：徳島大学医学部栄養学科 １１名

四国大学生活科学部 １４名

徳島文理大学人間生活学部 １４名

内 容：食品の微生物学的検査，食品化学検査の

概要等

イ 施設見学・研修

日 時：平成２０年６月２６日

対 象：徳島大学医学部栄養学科 １５名

四国大学生活科学部 １５名

徳島文理大学人間生活学部 １８名

内 容：食品の微生物学的検査，食品化学検査の

概要等

ウ 施設見学・研修

日 時：平成２０年５月１９日・５月２６日・６月９日

及び６月１６日

対 象：徳島文理大学薬学部 計３９名

内 容：保健衛生関係及び環境関係の基礎的研修

（薬学部早期体験学習）

エ 施設見学・研修

日 時：平成２０年６月６日

対 象：徳島大学薬学部 ４０名

内 容：保健衛生関係及び環境関係の基礎的研修

（薬学部早期体験学習）

オ 施設見学・研修

日 時：平成２０年７月２５日

対 象：県立中央病院研修医 ２名

内 容：保健衛生関係及び環境関係の施設見学

カ 施設見学・研修

日 時：平成２０年１１月１１日

対 象：自治医科大学医学生 ２名

内 容：保健衛生関係及び環境関係の施設見学

キ 研修生受入

日 時：平成２０年１１月２５日～１２月１２日

対 象：徳島大学医学部医学科 ４名

内 容：社会医学実習。各担当業務説明及び保健

衛生関係の実習。

② 講師派遣

ア みんなで水質汚濁を考える教室

日 時：平成２０年５月２６日

対 象：阿南第二中学校１年生及び教員 ７８名

内 容：河川の環境及び生活排水対策，パックテス

トによる水質測定実習

イ 池田町内小学校合同理科教育研修

日 時：平成２０年７月２９日

対 象：児童及びその保護者 １２０名

内 容：箸蔵小学校周辺河川の水生昆虫の採取，分

類指導
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ウ 徳島の青空の発見学習事業

日 時：平成２０年１０月３日

対 象：徳島市宮井小学校４，５，６年生 ５０名

内 容：徳島県の大気環境，大気汚染測定実習

エ みんなで水質汚濁を考える教室

日 時：平成２１年２月１３日

対 象：鳴門第一小学校５年生 ８６名

内 容：河川の環境及び生活排水対策，パックテス

トによる水質測定実習

オ 平成２０年度徳島県理科支援員等配置事業における

特別講師

� 試験・検査及び監視・測定業務
１ 保健科学担当

� 感染症情報センター関係

① 感染症発生動向調査事業

感染症発生動向調査事業は，平成１１年４月１日より

「感染症の予防および感染症患者に対する医療に関す

る法律」の施行に伴い実施されている。この法律によ

り感染症発生動向調査事業は，事前対応型感染症対策

の一つとして位置づけられ，患者発生状況や病原体検

索など流行を早期に把握し，適切な対応をとることに

よって社会的影響の大きい感染症の蔓延を未然に防止

することを目的とし運用されている。平成１８年４月に

は，新しい全国オンラインシステムである感染症サー

ベイランスシステム（NESID）が稼働した。

徳島県では，平成１５年９月に保健環境センター内に

徳島県感染症情報センターを設置し，「徳島県感染症

発生動向調査実施要綱」に基づき関係医療機関などの

協力を得て感染症発生動向調査事業を実施している。

② 感染症発生動向調査病原体情報

病原体定点の医療機関で採取された検体について，

「徳島県感染症発生動向調査事業における病原体検査

指針」に基づき，当センター保健科学担当で検査（平

成１５年１１月から実施）し，その検出情報を臨床診断別

検出病原体と一年間の月別一覧表にして県内関係機関

等に提供している。

� 微生物関係

① 感染症原因細菌等の検索と同定

腸管出血性大腸菌８株について検査を実施し，血清

型別，毒素型別及び遺伝子型別を実施した。

② 感染症発生動向調査事業

県内の医療機関の協力により菌株として送付された

ものも含め，４９検体について病原遺伝子の検索，血清

型別等を実施した。

③ 食中毒原因細菌の調査

食中毒を疑う事例１８件（１３２検体）について，カン

ピロバクター，サルモネラ，腸炎ビブリオ，病原性大

腸菌，エルシニア，黄色ブドウ球菌，ウェルシュ菌，

セレウス菌，エロモナス等，食中毒菌の検査を実施し

た。

そのうち，細菌性食中毒と判定されたのは３件であ

り，カンピロバクターを原因とするもの２件，サルモ

ネラを原因とするものは１件（県外事例）であった。

� 疫学情報関係

① 感染症流行予測業務

厚生労働省からの委託事業として感染症流行予測調

査を実施した。本年は日本脳炎の感染源調査と新型イ

ンフルエンザウイルスの出現を想定した感染源調査を

各 ８々０件と１００件実施した。日本脳炎については８月

上旬に汚染地区に推定される成績が得られた。インフ

ルエンザウイルスについては検査期間中，ヒト型，ト

リ型を問わず分離されなかった。

② HIV検査業務

徳島県エイズ対策実施要領に基づき，保健所からの

依頼検査を一次検査として１１検体，確認検査として４

検体実施した。検査の結果，全て陰性であった。

③ 感染症発生動向調査事業

感染症発生動向調査におけるウイルス検出状況

は，３１９検体を受けつけ１０９検体からウイルスを分離・

検出した。

④ 感染性胃腸炎疫学調査

感染症予防法における積極的疫学調査の検査依頼を

８事例・５０検体について保健所から受けた。全ての事

例からノロウイルスが検出され，１事例・６検体から

遺伝子型１が検出された他は６事例・１８検体から遺伝

子型２が検出され，原因究明に寄与した。

⑤ 食中毒検査業務（ウイルス）

食中毒事例及び有症苦情事例（合計１２事例・８９検

体）の有症者及び調理従事者，食材についてウイルス

検査を実施した。このうち７事例からノロウイルスが

検出され原因究明に寄与した。

学 校 名 対 象 者 実 施 日 時 内 容

昼間小学校 ５年生２９名 平成２０年１０月６日 地球温暖化対策

入田小学校 ５・６年生２３名 〃 １０月２３日 〃

北島北小学校 ５年生４７名 〃 １０月２８日 〃

羽ノ浦小学校 ５年生９２名 〃 １２月２日 〃

江原南小学校 ５年生５４名 平成２１年１月２９日 〃

高志小学校 ５年生２２名 平成２０年１０月１４日 生活排水対策

吉井小学校 ５年生１８名 〃 １０月１７日 〃
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⑥ インフルエンザウイルス検査業務

インフルエンザ集団発生事例の１６施設・４２名につい

て検査を実施した結果，２施設・２名から A香港型

が分離され，２施設３名から B型が分離された。

２ 衛生科学担当

１．食品衛生関係

� 試験・検査及び調査研究業務

① 野菜・果実類及びその加工品中の残留農薬検査

本年度実績としては，市販農産物５２検体及び農産物

加工品３５検体について，延べ１１，３７７項目の検査を行っ

た。その結果，農産物では３６検体からイプロジオン（殺

菌剤）等３３農薬，延８１項目が検出されたが，すべて残

留基準を満たしていた（基準値の３／５～１／１，０００

以下）。また，農産物加工品では２検体から３農薬が

検出されたが，食品衛生法上問題となるものはなかっ

た。

② 苦情処理等に係る理化学検査

清涼飲料水６検体，にんにく１検体，精米２検体及

びはくさい１検体について，延べ１，３２４項目の残留農

薬の検査を行ったが，いずれの検体からも検出されな

かった。

③ 輸入食肉類中の合成抗菌剤及び残留農薬調査

輸入食肉１０検体について，合成抗菌剤及び有機塩素

系農薬の分析調査を行った。

合成抗菌剤については，スルファジミジン等の延１１０

項目の分析をした結果，いずれの試料からも検出され

なかった。

有機塩素系農薬については，ディルドリン等の延１１０

項目の分析をした結果，いずれの試料からも検出され

なかった。

④ 市販魚介類中のビストリブチルスズオキシド

（TBTO），トリフェニルスズクロリド（TPTC）並

びに PCBの調査

養殖魚介類（淡水魚）９検体中の PCB，養殖魚介

類（海水魚）３検体中の TBTO及び TPTC（船底防

汚剤）の検査を行ったところいずれも暫定基準値を下

回っており，食品衛生上問題となるものはなかった。

⑤ うなぎ及びうなぎ加工品中のマラカイトグリーンの

検査

国産うなぎ５検体及びうなぎ加工品（中国産うなぎ

白焼き）２検体について，抗菌剤マラカイトグリーン

の検査を実施したところ，いずれの検体からも検出さ

れなかった。

⑥ 麻痺性貝毒検査

水産課の貝毒モニタリング調査で県内産二枚貝（カ

キ）から規制値を超える麻痺性貝毒が検出され，出荷

自主規制措置が取られたことを受けて，県内産アサリ

２検体の麻痺性貝毒検査を行ったが，いずれの検体か

らも検出されなかった。

⑦ 組換え DNA技術応用食品の検査

市販の大豆及び大豆加工品５検体について，ラウン

ドアップ・レディー大豆の定量検査を行ったが，いず

れも定量下限値（０．１％）以下であった。

⑧ 外部精度管理調査

平成２０年度食品衛生外部精度管理調査（�食品薬品

安全センター主催）に参加し，黄色ブドウ球菌，サル

モネラの検索同定，残留農薬（クロルピリホス，マラ

チオン）及び残留動物用医薬品（スルファジミジン）

の試験を行った。

⑨ 厚生労働科学研究

平成２０年度から大阪府立公衆衛生研究所ほか８県市

の衛生研究所が「食品中に含まれる微量農薬の分析法

と精度管理体制の構築に関する研究」を実施してお

り，当センターはそのメンバーとして共同研究に参加

している。

３ 大気環境担当

１．大気環境等監視関係

� 大気発生源監視事業等

① 発生源常時監視（テレメータシステム）

県内の大口ばい煙排出工場・事業場８社について，

主要煙道中の硫黄酸化物濃度等の各測定データをテレ

メータシステムにより，当センターの中央監視局に収

集し，常時監視を行っている。測定項目は，硫黄酸化

物及び窒素酸化物の濃度，硫黄酸化物及び窒素酸化物

の総量の４項目で，得られた測定データについては，

３又は４カ月毎に当該工場・事業場に立入調査を行

い，稼働状況及び測定データの確認を行った。

環境保全協定等に規定する規制値等を超えた工場・

事業場はなかった。

② ばい煙等排出状況調査

ばい煙等の発生施設の届出のある工場・事業場に６

回立入検査を行い，ばいじん，硫黄酸化物，窒素酸化

物等の測定及び大気汚染防止法，県条例等に規定する

排出基準等の遵守状況等の確認を行った。基準超過と

なる工場・事業場はなかった。

③ アスベスト調査

アスベスト含有の吹き付け材の除去作業等における

周辺環境調査を行った。１９カ所で調査を実施し，７７検

体の測定を行った。隣地との敷地境界における濃度

は，すべての地点で，１０本／L以下であった。
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④ 揮発性有機化合物（VOC）排出抑制事業

VOC排出施設を設置している工場・事業所に８回

立入検査を行い，VOC濃度の測定を２２カ所で行った

結果，３カ所（同一施設）で排出基準を超過していた。

その他の施設では排出基準は遵守されていた。超過施

設では現在処理施設の設置等を計画している。なお，

平成２１年度末までは排出基準の猶予期間である。

� 大気環境監視事業等

① 大気環境常時監視（テレメータシステム）

一般環境大気測定局は，主に鳴門市から美波町に至

る東部臨海地域を中心に，県設置１８局（うち１局休止

中），徳島市設置２局，阿南市設置４局の合計２４局（う

ち１局休止中）設置し，ここで測定したデータは毎正

時テレメータシステムにより，当センター中央監視局

に送信され，大気汚染状況の常時監視及び光化学オキ

シダント注意報等の緊急時報発令を行っている。

平成１８年３月から新テレメータシステムに更新し，

従来の徳島県庁，徳島市役所及び阿南市役所に加え，

南部総合県民局（阿南市）及び西部総合県民局（脇町）

にも収集データを提供しており，各環境担当はいち早

く所轄地域の大気汚染状況を把握できるようになった。

さらに，新システムでは県民の皆様に対して電話応

答装置，ホームページ（パソコン，携帯電話）にて，

現在の大気環境の状況や光化学オキシダントの発令状

況を提供し，いつでも誰でも，何処からでもデータが

見られるようになっている。

測定項目については，県設置の全局で二酸化硫黄，

浮遊粒子状物質，窒素酸化物，オキシダント及び風向・

風速を測定している。また，地球温暖化問題の一環と

して，徳島局（都市部）及び由岐局（漁山村部）にお

いて，平成１０年から二酸化炭素の測定を開始し，デー

タの収集を行っている。

平成２０年度は，環境測定データ約１３８万件の測定を

行った。その結果，二酸化硫黄，二酸化窒素及び浮遊

粒子状物質については，全測定局で環境基準値を達成

していた。光化学オキシダントについては，要綱に基

づく緊急時報の発令を延べ注意報１日及び事前要請を

３日行った。

また，自動車の排出ガスの影響を把握するため，徳

島合同庁舎（徳島市新蔵町）に自排徳島局を設置し測

定を行っている。測定項目は，二酸化硫黄，窒素酸化

物，浮遊粒子状物質，一酸化炭素及び炭化水素類であ

り，平成２０年度においては，環境基準の定められてい

る二酸化硫黄，浮遊粒子状物質，二酸化窒素及び一酸

化炭素の全ての項目において環境基準値を達成してい

た。

② 移動測定車「しらさぎ たいき君」による調査

平成１４年３月に更新した移動測定車「しらさぎたい

き君」では，一般環境大気測定局と自動車排出ガス測

定局における常時監視を補完するため，移動局の利点

を活かして２カ月ごとに調査地点を変えて自動車幹線

道路沿道及び一般環境大気濃度を測定しており，調査

結果は各種行政資料として活用されている。

③ 有害大気汚染物質調査

有害大気汚染物質による健康影響を未然に防止する

ため，平成９年度から調査を開始し，本年度も優先的

に取り組む物質のうち測定方法が確立している１９物質

について，毎月１回延べ４地点（北島町（北島局），

徳島市（徳島局，自排局）及び阿南市大潟町（大潟局））

で測定を行った。その結果，すべての地点において，

年平均値で環境基準値及び指針値を満たしていた。

④ 大気環境中のアスベスト調査

大気環境中のアスベストの実態を調査するため，県

内１１地点（当センター，小松島市役所，阿南保健所，

吉野川保健所，つるぎ町役場，牟岐町役場及び一般環

境大気測定局（鳴門，川内，由岐，脇町及び池田局））

等で測定を行った。いずれの地点も低濃度であった。

⑤ 酸性雨調査

当センター屋上（徳島市）に採取装置を設置し１週

間ごとの降雨を受け，水素イオン濃度（pH）及び電気

伝導度（EC）の調査を行っている。その結果，雨水の pH

は，年平均値で４．６３であり，電気伝導度は，１９．５６μS/cm

であった。

⑥ 環境放射能水準調査（文部科学省受託事業）

文部科学省受託事業として，平成２０年度環境放射能

水準調査計画に基づき，大気浮遊粉じん等について合

計４８８検体の測定を行った。

a測定対象物：大気浮遊粉じん，降下物，陸水，土壌，

穀類，野菜類，牛乳，日常食及び降水

b測定項目 ：γ線，β線及び空間放射線量率

c測定結果 ：特に異常と思われる値は検出されな

かった。

⑦ 化学物質環境実態調査（環境省受託事業）

環境省受託事業として，大気中の残留性有機汚染物

質（POPs）の経年的な残留量を把握することを目的

として行っている。当センター屋上で年２回（温暖期

と寒冷期）の調査を行った。

２．騒音，振動関係

� 航空機騒音調査

航空機騒音の実態を把握するため，徳島飛行場周辺の
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１地点で通年測定調査，８地点で春季及び秋季調査を

行った。

� 自動車騒音調査

自動車騒音の実態を把握するため，県下の主要道路沿

いの２０地点の騒音の測定調査及び４６地点における面的評

価を実施した。環境基準達成率は昼夜とも，一般国道

９６．３％，県道９５．３％であった。

� 騒音，振動対策技術指導

市町村の騒音，振動担当職員に騒音等の測定方法やそ

のデータ処理方法について，技術指導を行い，さらに騒

音振動の防止対策等について技術相談を受け助言を行っ

た。

指導内容等については次表のとおりである。

３．調査研究

� 徳島県における大気中 VOC濃度について

浮遊粒子状物質及び光化学オキシダントの原因物質で

あり，平成２２年度から法改正による規制も導入される

VOCのうち，大気中に多く排出されているトルエン，

キシレン等の環境中濃度について，県内３地点において

調査を実施し，県内における VOC濃度の現状を把握す

るとともに季節変動，地点による濃度比較等検討を行っ

た。

� 酸性降下物に関する調査研究

全国環境研協議会が中心となり，全国各地の酸性降下

物等の動向を調査し，今後の国の施策を検討するための

基礎調査に本県も参加するものであり，本県における酸

性降下物の現状を把握するとともに，酸性化の要因であ

る各種イオンの濃度及びその構成比等について検討した。

� 日本における光化学オキシダント等の挙動解明に関す

る研究

�独国立環境研究所と地方環境研究所との共同研究であ

り，当センターも参加している。近年のオキシダント濃

度の上昇に対して日本各地のオキシダント濃度を解析す

ることにより原因の解明を図った。

４ 水質環境担当

� 水質環境等監視関係

① 排水基準等監視事業

平成２０年度においては，特定事業場等延７３事業場に

対し立入調査を行い，排出水の検査を行った。

検査項目及び検体数は，一般項目（pH，BOD等）

３２検体，有害物質項目として，重金属類（カドミウム，

シアン化合物等７項目）１２検体，揮発性有機化合物等

（トリクロロエチレン，テトラクロロエチレン等１１項

目）１７検体及びフッ素，ホウ素等５項目７検体並びに

特殊項目等（銅，亜鉛等５項目）１２検体等である。

ほとんどの事業場排出水については排水基準及び総

量規制基準が遵守されていた。しかし，１事業場にお

いて，pHの排水基準超過が認められ，県民環境部環

境局環境管理課において行政指導等が行われた。

また，徳島保健所管内で排水基準超過が見られた４

事業所について，改善確認調査を行った結果，全ての

事業場で施設の改善を確認した。

② 総量削減対策事業

ア 発生負荷量管理等調査

指定地域内にある排水量が５０m３／日以上の特定

事業場延１３事業場について排出実態調査を行った。

○１９優先取り組み物質一覧

番号 物 質 名 備考 番号 物 質 名 備考

１ トリクロロエチレン ○ １１ アセトアルデヒド

２ テトラクロロエチレン ○ １２ ベンゾ（a）ピレン

３ クロロホルム １３ 酸化エチレン

４ １，２ジクロロエタン １４ ニッケル化合物 △

５ 塩化ビニルモノマー △ １５ ヒ素及びその化合物

６ ジクロロメタン ○ １６ ベリリウム及びその化合物

７ アクリロニトリル △ １７ マンガン及びその化合物

８ １，３ブタジエン １８ クロム及びその化合物

９ ベンゼン ○ １９ 水銀及びその化合物 △

１０ ホルムアルデヒド

備考中，○は環境基準値，△は指針値が設定されているものを示す。

年月日 内 容 対 象

H２０．６．２３ 航空機騒音測定方法について 鳴門市

H２０．８．５ 騒音測定方法について 石井町

H２０．１１．１８ 騒音測定方法について 鳴門市

H２０．１２．９ 航空機騒音データ処理について 松茂町

H２１．２．１６ 航空機騒音データ処理について 北島町

○平成２０年度における移動測定車「しらさぎ たいき君」による調査一覧

調 査 地 点 等 調 査 期 間 調 査 項 目

阿南市大原集会所 （対象：一般環境） ２０．４．１～２０．５．３１ ・二酸化硫黄・浮遊粒子状物質

山城公園 （対象：国道５５号線） ２０．６．１～２０．７．３１ ・窒素酸化物（一酸化窒素＋二酸化窒素）

佐那河内中学校 （対象：一般環境） ２０．８．１～２０．９．３０ ・オキシダント・一酸化炭素・二酸化炭素

徳島市宮井小学校 （対象：一般環境） ２０．１０．１～２０．１１．３０ ・炭化水素（メタン＋非メタン炭化水素）

神山町農村環境改善センター（対象：一般環境） ２０．１２．１～２１．１．３１ ・微小粒子状物質・気象（風向風速，温度，湿
度，紫外線量）松茂町役場 （対象：国道２８号線） ２１．２．１～２１．３．３１
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検査項目は COD，全窒素及び全リンである。また，

共同排水処理施設１施設について２４時間の通日調査

により延２４検体採水し，生活排水原単位調査を行っ

た。検査項目は COD，全窒素及び全リンである。

イ 小規模・未規制事業場の調査

小規模事業場（５０m３／日未満の特定事業場）及

び未規制事業場９事業場について，COD，全窒素

及び全リンに係る立入調査を行い，排出実態の把握

に努めた。

ウ ５００人槽以下浄化槽の実態調査（浄化槽カット率

調査）

２施設５検体の合併浄化槽及び単独浄化槽の

COD，全窒素及び全リンに係る調査を行い，排出

実態の把握に努めた。

③ 水質環境基準監視事業

ア 河川及び海域の水質測定

平成２０年度の公共用水域の水質測定計画等に基づ

き，水質汚濁の状況及び環境基準達成状況を把握す

るために，６河川１１地点及び７海域２８地点で調査を

実施した。河川は流心部の表層水，海域は表層及び

２m層で採取した試料について，生活環境項目

（pH，DO，BOD，COD等）７６９検体延２，８４８項目，

健康項目（カドミウム，鉛，六価クロム，総水銀等）

７７検体延５７９項目及びその他の項目（塩素イオン，

総クロム，マンガン等）１７４検体延７４２項目について

分析した。

イ 水質自動測定機器による測定

水質自動測定器を今切川の鯛浜堰上流（今切川測

定局）に設置し，連続して水質の状況を監視した。

測定項目は pH，導電率，濁度，溶存酸素，アンモ

ニア，COD及びクロロフィル aである。平成２０年

度の項目ごとの年間稼働率は８．９～９９．５％であった。

なお今切川の自動測定局については，平成２０年度末

をもって休止となっている。

ウ １，４‐ジオキサン調査

過去に，排水から１，４‐ジオキサンが高濃度に検出

された工場があり，追跡調査を行っているものであ

る。要監視項目にも指定されている物質であり，年

４回の調査を行ったが，当該工場の排水口から，い

ずれも指針値前後の値が検出された。

エ 魚斃死等原因究明調査

２件の魚斃死事故苦情があり，農薬が原因ではな

いかと考えられたので，原因農薬の調査を行った。

１件よりプロシミドンが検出されたが，低濃度で

あったため農薬が原因かどうか断定することはでき

なかった。他の１件はコイヘルペスであった。

オ その他

GEMS/Water事業として平成４年度から引き続

き，吉野川の高瀬橋において毎月１回，塩素イオン

等３８項目の水質調査を実施し，国立環境研究所に

データを提供した。

油流出事故にともなう環境調査として，７検体に

ついて揮発性有機化合物等を調査した結果，環境基

準以下だった。

井内谷川の水質について環境調査を実施した結

果，特に問題はみられなかった。さらに，底質等に

ついても調査した。

その他，用水の赤水苦情等５検体について，調査

した。

④ 地下水監視事業

ア 概況調査

平成２０年度の公共用水域の水質測定計画に基づ

き，市町村に分布する地下水の概況調査１９地点にお

いて，水銀，揮発性有機化合物等の健康項目及び

pH，イオン類等のその他項目について調査を行っ

た結果，すべての地点で基準を満たしていた。

イ 定期モニタリング

地下水の利用状況及び工場・事業場等の立地状況

を踏まえ，経年的変化を把握するための調査として

延１１地点で調査を行った結果，３地点で硝酸性窒素

および亜硝酸性窒素が基準を超過していた。周辺調

査を実施した結果，周辺地下水については基準を満

たしていた。

ウ 行政依頼

工場跡地において，「地下水浄化等の工事に関す

る協定」に規定する地下水浄化工事完了の判断基準

に係る水質調査のため，延１２地点でトリクロロエチ

レン等の調査を行った結果，すべての地点で基準を

満たしていた。

⑤ 瀬戸内海広域総合水質調査（環境省受託事業）

本調査は瀬戸内海における水質汚濁の深刻化，広域

化に対処し，瀬戸内海の水質汚濁の実態を調査して，

総合的な水質汚濁防止対策の効果を把握するために必

要な資料を得ることを目的とするものである。

本県関係の調査地点は紀伊水道及び播磨灘の６地点

で，調査項目は一般項目（水温，色相，透明度，pH，

塩素量，DO，COD，クロロフィル‐a）と栄養塩類（全

窒素，アンモニア態窒素，亜硝酸態窒素，硝酸態窒素，

全リン，リン酸態リン）で，各季節ごとに年間４回の

調査を実施した。また，紀伊水道及び播磨灘の２地点
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で，プランクトン調査，播磨灘の１地点で長期分解性

試験もあわせて行った。

⑥ 化学物質環境汚染実態調査（環境省受託事業）

化学物質による環境汚染の未然防止を図るため，環

境中の化学物質の濃度レベルの把握を行うと共に，分

析法が確立していない物質について分析法の開発を

行った。

本県が受託した調査は，化学物質分析法開発調査（水

質中のプロピルチオウラシルの LC/MSによる分析法

開発），モニタリング調査（水質，底質，生物（イガ

イ）），詳細環境調査（水質，底質中のメトリブジンと

その分解化合物の測定）である。

⑦ 瀬戸内海環境情報基本調査（�瀬戸内海環境保全協

会よりの依頼調査）

本調査は，環境省から�瀬戸内海環境保全協会に調

査が委託され，同協会から瀬戸内海各県の環境研究所

に協力依頼があり，瀬戸内海の底質・底生生物等の調

査を行っている事業である。平成２０年度は，前年度に

引き続き「底質サンプル評価方法検討調査」に参加し

た。

⑧ 調査研究

ア 徳島県内河川及び海域環境における医薬品汚染実

態調査について

医療機関，下水道等から排出された医薬品の河川

や海域での挙動を調査し，汚染の実態を把握した。

⑨ その他

ア 南部及び西部総合県民局からの依頼分析

両総合県民局からの行政検査依頼分析を行った。

ホウ素およびその化合物，COD等４７７検体である。

� 廃棄物対策関係

① 産業廃棄物調査

県内主要事業場から排出される産業廃棄物等計２８検

体を採取し，有害物質の溶出試験を行い，総水銀，カ

ドミウム，鉛，六価クロム，ヒ素，セレン，シアン等

延２２６項目の検査を実施した。その結果，廃棄物の判

定基準を超えるものはなかった。

② 産業廃棄物の最終処分場の放流水等調査

産業廃棄物の最終処分場の放流水及び安定型処分場

の浸透水等２８検体について，一般項目（pH，COD，

BOD，SS），有害物質（総水銀，カドミウム，鉛，六

価クロム，ヒ素，セレン，シアン，フッ素イオン等）

延５７３項目の検査を実施した。その結果，放流水等の

排水基準を超えるものはなかった。

� 調査研究業務

１ 調査研究

２ 共同研究

� 研究課題 平成２０年度厚生労働省科学研究

広域における食品由来感染症を迅速に探知

するために必要な情報に関する研究

（中国四国地区地方衛生研究所）

研究分担 保健科学担当

� 研究課題 エンテロウイルスの流行状況とウイルス分

離情報交換

（中国四国地区地方衛生研究所）

研究分担 保健科学担当

� 研究課題 平成２０年度厚生労働省科学研究

食品中に含まれる微量農薬の分析法と精度

管理体制の構築に関する研究

（厚生労働省）

研究分担 衛生科学（食品衛生）担当

� 研究課題 平成２０年度国立環境研究所 C型研究

日本における光化学オキシダント等の挙動

解明に関する研究

研究分担 大気環境担当

３ 論文・学会発表

� 題 目 バイオマスエネルギー資源の利活用によ

る分散型エネルギー社会の構築に関する

研究

発 表 者 犬伏宏行（共同研究者）

発表学会名 とくしま環境ビジネス交流会

� 題 目 河川シルトを利用したリサイクル製品の

開発支援に関する研究

発 表 者 藤井伸基（共同研究者）

発表学会名 とくしま環境ビジネス交流会

� 題 目 竹及び木くずを活用したリサイクル製品

の開発に関する研究

発 表 者 大野ちづ子（共同研究者）

発表学会名 とくしま環境ビジネス交流会

担 当 名 調 査 研 究 項 目

保健科学担当

１ 徳島県における感染性胃腸炎患者から
の分離菌株の病原細菌別 DNA解析
２ 腸管出血性大腸菌の PFGE解析と全
国データベースの活用について

衛生科学担当 １ 残留農薬検査の精度管理に関する研究

大気環境担当
１ 酸性降下物に関する調査研究
２ 徳島県における大気中 VOC濃度につ
いて

水質環境担当 １ 徳島県県内河川及び海域環境における
医薬品汚染実態調査について
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� 題 目 徳島県におけるアスベスト濃度の実態調査

著 者 永峰正章

発表書籍名 全国環境研会誌 Vol．３３ No．４ ２００８

� 題 目 LC/MSによる化学物質分析法の基礎的

研究（３６）

発 表 者 大野ちづ子

発表学会名 第１７回環境化学討論会

� 題 目 廃棄物埋立地から発生する硫化水素に関

する研究

発 表 者 藤井伸基

発表学会名 第３５回環境保全・公害防止研究発表会

� 題 目 LC/MSによる分析法

４‐アミノ‐６‐（１，１‐ジメチルエチル）‐３‐

（メチルチオ）‐１，２，４‐トリアジン‐５（４H）‐

オン

発 表 者 大野ちづ子，織田まゆみ

発表書籍名 化学物質と環境（平成１９年度化学物質分

析法開発報告書）

� 題 目 GEMS/WATER（地球環境監視システ

ム／陸水監視部門）について

発 表 者 高島京子

発表学会名 第１３回徳島地区分析技術セミナー

� 題 目 日本の風土特性に応じた風力発電の安定

化・コスト低減に関する研究

発 表 者 犬伏宏行（共同研究者）

発表学会名 とくしま環境ビジネス交流会

� 題 目 光化学オキシダントの発生要因

発 表 者 尾崎宏実

発表学会名 第１３回徳島地区分析技術セミナー

� 技術指導等

担当名 月 日 内 容 対 象 者

保
健

６月１９～２０日 新任食品衛生監視員技術研修 保健所担当者

６月２６～２７日 感染症の検査に関する技術研修 保健所担当者

大
気
環
境

６月２３日 航空機騒音測定方法について 鳴門市

８月５日 騒音測定方法について 石井町

１１月１８日 騒音測定方法について 鳴門市

１２月９日 航空機騒音データ処理について 松茂町

２月１３日 航空機騒音データ処理について 北島町

水
質 ４月１０～１１日 水質分析法について 南部総合県民局担当者
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